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教委教改第１１１５号 
令和４年１１月２５日 

 

 

 大分県知事 広 瀬 勝 貞 殿 

 

 

大分県教育委員会 

 教育長 岡 本 天 津 男 

 

 

議案に対する教育委員会の意見について（回答） 

 

 

 令和４年１１月２１日付け財第３４０号で照会のあった上記のことについ

て、下記のとおり回答します。 

 

 

記 

 

 

  原案のとおり提出することに異議ありません。 
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教委教改第１１８０号 
令和４年１２月 ２ 日 

 

 

 大分県知事 広 瀬 勝 貞 殿 

 

 

大分県教育委員会 

 教育長 岡 本 天 津 男 

 

 

議案に対する教育委員会の意見について（回答） 

 

 

 令和４年１２月１日付け財第３６２号で照会のあった上記のことについて、

下記のとおり回答します。 

 

 

記 

 

 

  原案のとおり提出することに異議ありません。 
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第１０６号議案 職員の給与に関する条例等の一部改正等について

項目１：職員の給与に関する条例の一部改正（第１条及び第２条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

(１)給料表 ○若年層に重点を置いた給料月額の引上げ 令和４年４月１日
（別表第１～６） ○全職員を対象に各号給の額に一定の率（改定率０．１６％)を乗じた給料表に改正 適用

（全体の改定率０．３９％ 月額１ ３５９円）,
(２)期末手当 ○期末・勤勉手当の年間支給月数の引上げ（４．３０月→４．４０月）に係る１２月期の支給月数の改正 令和４年12月１日

及び勤勉手当 ○引上げ分は勤勉手当に配分 適用
第 条 条 12月期（ 、 ）22 23

勤勉手当 6月期 現行 改正後
一般職員 0.95 0.95 1.05

特定管理職員 1.15 1.15 1.25

○６月期と１２月期の支給月数の改正（期末・勤勉手当４．４０月） 令和５年４月１日
（均等になるように配分） 施行

6月期 12月期
勤勉手当 R4.6月 改正後 R4.12月 改正後

一般職員 0.95 1.00 1.05 1.00

特定管理職員 1.15 1.20 1.25 1.20

(３)初任給調整 ○獣医師に対する初任給調整手当の上限支給月額の改正 令和５年４月１日
手当 月額 ３万円 → ４万５千円 施行
（第 条の２）11

(４)通勤手当 ○旅費との一体的見直しの中で、特別急行列車及び高速道路等利用料金に係る通勤手当額の引上げ
（第 条の６） 区分 現 行 改 正 後13

普通運賃等と特急料金を合わせ、月５万５ 普通運賃等については、月５万５千円まで
特別急行列車 千円まで支給し、月５万５千円を超える場 支給し、特急料金については、全額を加算

利用 合は、超えた額の４／５に相当する額を加
算

高速道路等 高速道路等利用料金の額の４／５に相当す 高速道路等利用料金の額の２／２に相当
利用 る額を支給 する額を支給
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項目２：一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正（第３条及び第４条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

(１)給料表 ○若年層に重点を置いた給料月額の引上げ(１号給のみ) 令和４年４月１日
（第７条） ○各号給の額に一定の率（改定率０．１６％)を乗じた給料表に改正 適用

(２)期末手当 ○年間支給月数の引上げ（３．２５月→３．３０月）に係る１２月期の支給月数の改正 令和４年12月１日
（第８条） ６月期 １２月期 適用

現 行 改正後
1.625 1.625 1.675

○６月期と１２月期の支給月数の改正（３．３０月） 令和５年４月１日
（均等になるように配分） 施行

6月期 12月期
R4.6月 改正後 R4.12月 改正後
1.625 1.65 1.675 1.65

項目３：一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正（第５条及び第６条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

(１)給料表 ○若年層に重点を置いた給料月額の引上げ（１号給のみ） 令和４年４月１日
（第５条） ○各号給の額に一定の率（改定率０．１６％)を乗じた給料表に改正 適用

(２)期末手当 ○年間支給月数の引上げ（３．２５月→３．３０月）に係る１２月期の支給月数の改正 令和４年12月１日
（第６条） ６月期 １２月期 適用

現 行 改正後
1.625 1.625 1.675

○６月期と１２月期の支給月数の改正（３．３０月） 令和５年４月１日
（均等になるように配分） 施行

6月期 12月期
R4.6月 改正後 R4.12月 改正後
1.625 1.65 1.675 1.65
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項目４：特別職の常勤職員の給与等に関する条例の一部改正（第７条及び第８条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

(１）期末手当 ○年間支給月数の引上げ（３．２５月→３．３月）に係る１２月期の支給月数の改正 令和４年12月１日
（第５条） ６月期 １２月期 適用

現 行 改正後
1.625 1.625 1.675

○６月期と１２月期の支給月数の改正（３．３月） 令和５年４月１日
（均等になるように配分） 施行

6月期 12月期
R4.6月 改正後 R4.12月 改正後
1.625 1.65 1.675 1.65

(２）給料月額 ○一般職員の給料月額引上げに伴い、給料月額の減額措置を廃止 公布日施行
(附則第３項) ・減額措置・・・▲３．２％＋１，０００円

(３)規定の整備 ○既に終了した過去の給料、期末手当にかかる減額措置規定を削除
（附則第４項 ・給料月額の特例（平成 年 月 日～平成 年 月 日、平成 年 月 日～平成 年 月 日）16 1 1 19 3 31 25 7 1 26 3 31

～第 項） ・期末手当（期末特別手当）の特例（平成 年 月、平成 年 月、同年 月、平成 年 月）13 17 12 18 6 12 21 6

項目５：会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部改正（第９条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

期末手当 ○一般職員の期末・勤勉手当の支給月数の引上げ割合に応じ、６月期と１２月期の支給月数の改正 令和５年４月１日
第 条 第 条 （２．４月→２．４５月） 施行（ 、 ）2 4

※第２条はパートタイム会計年度任用職員、４条はフルタイム会計年度任用職員の規定
6月期 12月期

R4.6月 改正後 R4.12月 改正後
1.2 1.225 1.2 1.225

項目６：特別職の秘書の給与及び旅費に関する条例の一部改正（第12条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

給料表 ○各号給の額に一定の率（改定率０．１６％)を乗じた給料表に改正 令和４年４月１日
（別表） 適用
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項目７：職員等の旅費に関する条例の一部改正（第13条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

旅行雑費 ○通勤手当との一体的見直しの中で、旅行実態に即した水準に旅行雑費の金額を改定 令和５年４月１日
（第 条） 施行22

項目８：各種委員会の委員の報酬及び費用弁償条例の一部改正（第14条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

旅行雑費 ○職員等の旅費に関する条例の一部改正に準じた旅行雑費の改定 令和５年４月１日
（別表第２） 施行

項目９：職員の退職手当に関する条例の一部改正（第15条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

( )ピーク時特例 ○ 歳前に給料減額されたことのある職員が継続任用後に退職手当を受給した場合、 歳時点で受給した 令和５年４月１日1 60 60
（附則第 項） 場 合よりも不利とならないように措置を講じるもの（定年延長に対する対応） 施行23

( )規定の整備 ○附則第 項の改正に伴う規定の整備2 23
（第５条の２、第５条の３の２、附則第６項、第７項、第 項、第 項、第 項～第 項）14 18 24 26

項目10：特別職の常勤職員の退職手当に関する条例の一部改正（第16条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

退職手当 ○給与月額の減額措置廃止に伴い、 給与制度の総合的見直しの際に講じた退職手当にかかる２％加算措 公布日施行H27
（附則第６項） 置 について廃止

【現行】

公共交通
機関利用 1,200円 600円 300円

上記以外 600円 300円 ０円

県内

県外区分 用務地が県
の施設以外

用務地が県
の施設

【改正後】

公共交通
機関利用 900円 300円 0円

上記以外 300円 300円 0円

区分 県外

県内

用務地が県
の施設以外

用務地が県
の施設

【現行】

区分 県外 県内

公共交通
機関利用 1,200円 600円

上記以外 600円 300円

【改正後】

区分 県外 県内

公共交通
機関利用 900円 300円

上記以外 300円 300円
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項目11：外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正（第17条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

規定の整備 ○附則第 項の改正に伴う規定の整備 令和５年４月１日23
（附則第６項） 施行

項目12：職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正（第18条及び第19条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

規定の整備 ○職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う規定の整備 令和５年４月１日
・第 条： 附則第５項、第６項、第８項、第 項） 施行18 14（
・第 条： 附則第２項及び第６項）19 （

項目13：職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例の一部改正（第20条関係）
項 目 改 正 内 容 備 考

規定の整備 ○給料月額の引上げに伴う規定の整備 公布日施行

附則
項 目 改 正 内 容
第１項 ○この条例は、公布の日から施行
(施行期日) ○ただし、獣医師に対する初任給調整手当、特別料金等に係る通勤手当、令和５年度以降の期末・勤勉手当（６月期と12月期の支

給月数の改定、会計年度任用職員の期末手当 、旅行雑費、退職手当に係るピーク時特例等（第２条、第４条、第６条、第８条、）
第９条、第11条、第13条から第15条及び第17条から第19条）の改定は、令和５年４月１日から施行

第２項 ○給料表（第１条、第３条、第５条及び第12条）の改定は、令和４年４月１日から適用
（適用日）
第３項 ○令和４年12月に支給される勤勉手当の支給率（第１条 、期末手当（第３条、第５条、第７条、第10条）の改定は、）
（適用日） 令和４年12月１日から適用
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第１１１号議案 公の施設の指定管理者の指定について              体育保健課 
  
 令和４年度末をもって指定期間が満了する大洲総合運動公園及び大分県立フェンシング場の指定管理について、次のとおり指定管理者を指定するもの。 
【公募／指定期間５年：令和５年４月１日～令和１０年３月３１日】 
 

１．指定管理候補者選定の経緯                       ２．審査基準 

項目 年月日 

●第１回選定委員会 

（審査基準、スケジュール、募集要項等の検討） 
令和4年7月15日（金） 

公募開始（公告） 令和4年8月3日（水） 

公募に関する現地説明会実施 令和4年8月29日（月） 

公募に関する質問受付 
令和4年8月3日（水） 

～令和4年9月2日（金） 

申請書の受付 
令和4年9月15日（木） 

～令和4年10月3日（月） 

●第２回選定委員会 

（ヒアリング、審査、協議・選定） 
令和4年10月28日（金） 

 
※ 大分県立フェンシング場について、県土木建築部所管の大洲総合運動公園及び大分市所管の総合体育館と一括して指定管理を実施。 

 

３．指定管理候補者及び選定委員会における評価等 

（参考：目標指標及び目標値） 

目標指標 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
利用者数（単位：人） 

うち大洲総合運動公園  
うちフェンシング場 

200,000 
188,000 
12,000 

200,000 
188,000 
12,000 

200,000 
188,000 
12,000 

200,000

188,000

12,000

200,000

188,000

12,000

 

審査基準 評価項目（抜粋） 
１．平等利用と法令遵

守等 
（１）平等な利用の確保がなされているか 
（２）法令を遵守する姿勢があるか 

２．管理運営方針・維

持管理計画 
（１）施設の設置目的に沿った管理運営方針となっているか 
（２）市施設（体育館）との一体管理及び利活用の促進にかかる

提案の具体性はあるか 
３．利活用促進 （１）広報・イベント等誘致活動は積極的に行われるか 

（２）目標指標（利用者の増加）に向けた具体的取組 
４．経費縮減 （１）基準価格、申請者の提案額により評価 
５．管理運営の安定性 （１）業務を安定的に実施できる経営基盤（資産や金融機関等の

支援を含む）があるか 
（２）同種施設の管理運営実績があるか 

指定管理候補者 提案価格 債務負担行為額 選定委員会における評価 

ファビルス・プランニング大分共同事業体 
代表者 株式会社ファビルス 
代表取締役 野田 太 

361,850千円 361,890千円 
・公園管理の豊富な経験があり、業務を安定的に実施できる経営基盤を有している。 
・樹木植栽を定期的に剪定するなど、利用者の安全確保対策についても的確に行われてい

る。 
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１ 概要
9月18日夜から19日午前10時頃までの間、県立大分東高校敷地内の木の枝が台風14号の強風により
折れ、道路を挟み同校の北側にある民家カーポートの屋根に当たり、屋根の一部が損傷した。
県（学校）の管理に瑕疵があったことから、相手方に損害賠償を行うもの。
２ 被害箇所等
・被害箇所：自宅前カーポートの屋根及び屋根枠の一部
・被 害 額 ：214,115円（建て替え費用）
３ 県（学校）の瑕疵について

公の営造物である学校敷地内の樹木について、通常有すべき安全性を備え、他人に危害を及ぼす危
険がないよう適正に管理すべきであった。
４ 専決年月日 令和4年11月10日

飛ばされた枝（約4.5kg）

約17m
被害ｶｰﾎﾟｰﾄ

該当木

損傷したｶｰﾎﾟｰﾄ

一致

飛ばされた枝

飛ばされた枝と折れた
元の木との特定

折れた元の木

報告第42号 損害賠償の額の決定について 教育財務課

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第1項の規定に基づき、次のとおり専決処分したので、同
条第2項の規定により報告するもの。
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（単位：千円）

(347,123)

4,000

351,123

※ 予算案欄の上段 (　　) は既決予算額、中段は補正予算案、下段は累計。

（単位：千円）

令和４年度
既決予算額

令和４年度
１２月補正予算案

計

110,691,285

教育委員会　計

110,687,285 4,000

第１１７号議案　令和４年度大分県一般会計補正予算（第４号）について

事　業　名 予　算　案 事　業　の　概　要 所 管 課

【令和４年度１２月補正予算案の概要】

1
【新】バス送迎時における児童・生徒の安全を確保するため、特別支援
学校のスクールバスに安全装置を整備する。
　・特別支援学校スクールバス　２０台

教育財務課運営費（特別支援学校）
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